
北海道の情報通信2025
【データブック】

 通信事業
 ICT利活⽤
 放送
 電波利⽤

つながる⼒、
⽀える⼒、

共に築く北海道の未来。

北海道総合通信局
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全国の光ファイバの整備率（世帯カバー率）は、2022年度末で99.84％（未整備約10万世帯）。
未整備世帯数は前年度調査（2021年度末時点）と⽐較して、約６万世帯減少。
 2027年度末の⽬標を99.90%としているところ、北海道は2022年度末に99.93%を達成。

全国の光ファイバ整備率（2022年度末）

99.84%
2021年度末で99.72％（未整備約16万世帯）実績
2024年度末で99.85％（未整備約９万世帯）⽬標
2027年度末で99.90％（未整備約５万世帯）⽬標

※ 住⺠基本台帳等に基づき、事業者情報等から⼀定
の仮定の下に推計したエリア内の利⽤可能世帯数を
総世帯数で除したもの（⼩数点第三位以下を四捨五⼊）

都道府県別の光ファイバ整備率（2022年度末）
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光ファイバの整備状況

北海道 99.93%

DATA 通信事業



3携帯電話 ５Ｇ の整備状況

（2022年度末 96.6%）98.1%

％

 全国の5G⼈⼝カバー率は、2023年度末で98.1％。

 2025年度末の⽬標を97%としているところ、北海道は2023年度末に98.5%を達成。
※目標 ：2023年度末 95％、2025年度末 97％、2030年度末 99％ 【デジタル田園都市国家インフラ整備計画】
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※ 携帯キャリア４者のエリアカバーを重ね合わせた数字。小数点第２位以下を四捨五入

全1,741市区町村のうち、1,731市区町村に５G基地局を整備

全国の５Ｇ⼈⼝カバー率（2023年度末）

都道府県別の５Ｇ⼈⼝カバー率（2023年度末）

市町村別の５Ｇ基地局整備（2023年度末）

DATA 通信事業
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＜問合せ先＞情報通信部電気通信事業課 011-709-2311 内線4705

ブロードバンドサービス契約数の推移（令和６年９月末）

北海道 全国

FTTH DSL CATV FWA BWA LTE ５G 合 計 FTTH DSL CATV FWA BWA LTE ５G 合 計

令和2年3月 1,285,402 62,802 189,860 1,665 2,290,566 4,947,509 793 8,778,597 令和2年3月 33,175,212 1,397,840 6,675,425 4,343 71,200,466 152,623,405 24,040 265,100,731

令和3年3月 1,377,881 49,868 196,001 1,516 2,359,142 4,871,780 504,327 9,360,515 令和3年3月 35,515,145 1,073,135 6,532,280 3,549 75,708,966 154,366,473 14,185,509 287,385,057

令和4年3月 1,434,117 33,943 198,720 1,376 2,331,438 4,037,198 1,652,948 9,689,740 令和4年3月 37,292,816 689,816 6,401,091 3,111 79,731,989 139,054,534 45,018,374 308,191,731

令和5年3月 1,523,655 14,050 201,248 342 2,245,084 3,244,963 2,576,746 9,806,088 令和5年3月 39,522,438 356,891 6,271,301 1,456 84,276,055 127,345,781 69,808,822 327,582,744

令和6年3月 1,529,376 7,333 203,865 226 2,221,298 2,636,196 3,344,670 9,942,964 令和6年3月 40,346,503 228,001 6,126,643 1,243 87,911,796 118,760,727 92,366,966 345,741,879

令和6年6月 1,533,866 1,960 205,172 217 2,211,753 2,459,641 3,540,151 9,952,760 令和6年6月 40,539,803 48,207 6,111,968 1,295 88,368,371 115,775,307 98,172,471 349,017,422

令和6年9月 1,536,477 1,798 205,667 206 2,213,243 2,316,765 3,685,045 9,959,201 令和6年9月 40,723,561 45,497 6,081,235 1,266 89,206,172 114,205,298 102,287,352 352,550,381

※ ＬＴＥ（3.9-4世代携帯電話）端末でBWA対応のもの及びBWA端末でＬＴＥによるデータ通信対応のものは両方に計上されています。

129 138 143 152 153 153 154 

229 236 233 225 222 221 221 

495 487 
404 

324 
264 246 232 

50 165 
258 334 354 369 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

令和2年3月 令和3年3月 令和4年3月 令和5年3月 令和6年3月 令和6年6月 令和6年9月

（単位：万件）

北海道

FTTH DSL CATV FWA BWA LTE ５G

3,318 3,552 3,729 3,952 4,035 4,054 4,072 

7,120 7,571 7,973 8,428 8,791 8,837 8,921 

15,262 15,437 13,905 12,735 11,876 11,578 11,421 

1 419 4,502 6,981 9,237 9,817 10,229 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

令和2年3月 令和3年3月 令和4年3月 令和5年3月 令和6年3月 令和6年6月 令和6年9月

（単位：万件） 全 国

FTTH DSL CATV FWA BWA LTE ５G

ブロードバンドサービスの契約数の推移DATA 通信事業



5北海道発ベンチャー・スタートアップ支援 ①DATA ICT利活用

北海道起業家甲⼦園 起業家万博北海道⼤会

プラン名学校名／チーム名開催年

Pecily（ペジリー）市内の
公共交通情報をAPI化

公⽴はこだて未来⼤学⼤学院
北海道函館中部⾼等学校
／Code for Hakodate※

2015

フードモニター
－リアルタイム⾷品管理サービス－北海道情報専⾨学校／Green2016

就労⽀援アプリN⾼等学校／個⼈名で参加2017

♯（シャープ）北海道情報専⾨学校／ちーむ えす2018

ラジオセキュリティーシステム北海道科学⼤学／ラジオワッチ※2019

ＩＣＴ・ＩｏＴフュージョンによる
農業⽀援サービス

旭川⼯業⾼等専⾨学校
／北国のヒグマ軍団2020

産業間連携 ⼟⽊で作成した
測量データを農業へ展開する

北海道岩⾒沢農業⾼校
／開発⼟⽊専攻班2021

医療診断装置・AIへの応⽤を
⽬指したTl Br放射線センサー北海道⼤学⼤学院／Human Scan※2022

はぐくみ

除雪でぃーX

北海道科学⼤学／おむずび
旭川⼯業⾼等専⾨学校

／北国のコウヤ同盟
2023

AIフォームトレーナー北海道情報専⾨学校／Ibis2024

※ 全国⼤会で最優秀賞である総務⼤⾂賞を受賞

プラン名団体名開催年

ソーシャルメディアアプリ
「毎⽇がラーメン（RamenDays）株式会社クリア2013

More mall株式会社INDETAIL2014

ソクウケ︕受注担当アプリ株式会社イークラフトマン2015

Smart Access Vehicle
(SAVサブ)の普及へ向けて株式会社未来シェア2016

映像がそのまんま地図になる ⾼精度
3次元地図データベース化事業アクアコスモス株式会社2017

超⾼精度スペクトル計測による
農業課題解決型事業

株式会社Trans Recog
ポーラスター・スペース2018

データから新たな価値を社会に提供ゼロスペック株式会社2019

シェアリングエコノミーで空の問題を解決株式会社エアシェア2020

切削加⼯業界に⽣産性⾰命を
もたらす製造AI「アルムコード1」アルム株式会社※2021

燃えない未来デバイス技術プラットフォーム量⼦集積2022

－（該当なし）2023

⼒触覚で誰でも簡単操作︕
汎⽤ロボットが変える⽔産業

Real Touch
／北海道⼤学⼤学院2024

＜問合せ先＞情報通信部情報通信連携推進課 011-709-2311 内線4764

北海道起業家甲⼦園・起業家万博 NICT賞受賞チーム



6北海道発ベンチャー・スタートアップ支援 ②

安全性・信頼性を確保したデジタルインフラの海外展開⽀援事業 北海道発採択

＜問合せ先＞情報通信部情報通信連携推進課 011-709-2311 内線4765

デジタル技術の概要展開エリア事業者名
⼩型衛星共有ネットワークシステム

（衛星画像撮影）東南アジアBlue Planet Sensing株式会社全国枠

加⼯プログラム⾃動⽣成ＡＩ東南アジアアルム株式会社
地⽅枠

⾷品輸送温度帯管理クラウドサービス東南アジア株式会社イークラフトマン

デジタル技術の概要展開エリア事業者名
⾷品輸送温度帯管理クラウドサービス中央アジア株式会社イークラフトマン全国枠

地図管理システム
（三次元映像地図管理）東南アジア株式会社岩根研究所

地⽅枠

Eラーニングシステム
（VR医療研修）東南アジア株式会社キシブル

みまもりシステム
（⾼齢者モニタリング）東南アジア株式会社サンクレエ

⼩型衛星共有ネットワークシステム
（衛星画像撮影）東南アジアBlue Planet Sensing株式会社

加⼯プログラム⾃動⽣成AI・
産業機械⽤IoTセキュリティセンサー北⽶アルム株式会社

2023年

2024年

DATA ICT利活用



7北海道管内の地域情報化アドバイザー（１３名）DATA ICT利活用

令和７年度の地域情報化アドバイザー委嘱者は、全国で計242名、北海道管内で計1３名。
 オープンデータ、⾃治体システム、農林⽔産業など様々な専⾨分野から多⾓的に⽀援。

札幌市役所 まちづくり政策局 政策企画部 プロジェクト担当部⻑

専⾨分野︓デジタルアーカイブ／図書館
淺野 隆夫

（あさの たかお）

テラスマイル株式会社 代表取締役

専⾨分野︓スマート農業、DX推進のための機運の醸成、
地域ビジネス、スタートアップ⽀援

⽣駒 祐⼀
（いこま ゆういち）

当別町 企画部 デジタル都市推進課 主幹

専⾨分野︓⽣成AI活⽤、⼈材育成、⾃治体システム調達、
RPA導⼊

碓井 洋寿
（うすい ひろひさ）

北⾒市 総務部 職員課 ⼈材育成担当課⻑

専⾨分野︓DX推進のための機運の醸成、⾃治体システム調達
地域プラットフォーム、RPA導⼊、BPR

及川 慎太郎
（おいかわ しんたろう）

株式会社スマートリンク北海道
Blue Planet Sensing 株式会社

専⾨分野︓スマート農業、オープンデータ、⼈材育成、
地域（⾃治体）におけるICT利活⽤全般

⼩林 伸⾏
（こばやし のぶゆき）

㈱つうけん マーケティング部部⻑
㈱HARP エグゼクティブアドバイザー

専⾨分野︓⾃治体DX全般（DX推進計画、標準化、BPR等）
⽩井 芳明

（しらい よしあき）

(株)うるら 代表取締役会⻑ / DX たのしむコンサルタント
(⼀財)全国地域情報化推進協会 参与

専⾨分野︓AI 活⽤、シェアリングエコノミー、働き⽅、⼦育て、
農林⽔産業、地域ビジネス、観光、スマートシティ

⽥中 淳⼀
（たなか じゅんいち）

鳴⾨教育⼤学⼤学院学校教育研究科 教授
鳴⾨教育⼤学 教員養成DX推進機構⻑・⼤学院学校教育研究科 教授
⽂部科学省 学校DX戦略アドバイザー

専⾨分野︓教育情報化／情報教育、⽣成AI活⽤、⼈材育成

藤村 裕⼀
（ふじむら ゆういち）

(株) MIERUNE 取締役、⼀般社団法⼈ コード・フォー・ジャパン フェロー
Code for Sapporo 運営メンバー、OSGeo 財団⽇本⽀部 運営委員

専⾨分野︓オープンデータ、ＥＢＰＭ、環境

古川 泰⼈
（ふるかわ やすと）

ＮＴＴアドバンステクノロジ株式会社 北海道⽀店⻑
前 株式会社HARP 常務取締役

専⾨分野︓オープンデータ、⾃治体クラウド、RPA導⼊

本多 康幸
（ほんだ やすゆき）

デジタル庁 デジタル社会共通機能グループ(オープンデータ・GIF担当) データ
プロダクトマネージャー、mclab.代表、デジタル庁 オープンデータ伝道師

専⾨分野︓ＧＩＳ（地理空間情報システム）、オープンデータ、
⾃治体システム、ネットワークインフラ、観光

丸⽥ 之⼈
（まるた ゆきと）

旭川市 最⾼デジタル責任者（CDO）
キャリアシフト株式会社 代表取締役

専⾨分野︓外部⼈材活⽤、計画策定⽀援、地域ビジネス

森本 登志男
（もりもと としお）

公⽴はこだて未来⼤学 副理事⻑

専⾨分野︓⽔産業振興
和⽥ 雅昭

（わだ まさあき）

＜問合せ先＞情報通信部情報通信振興課 011-709-2311 内線4716

地域情報化アドバイザーHP 令和７年度委嘱者 ⼀覧
https://www.r-ict-advisor.jp/member/serch/



8テレビ放送事業者及び放送チャンネル等一覧DATA 放送

デジタル放送
放送事業者名 リモコン

番号局数放送開始

3160

平成18年
6⽉

総合
⽇本放送協会 （ＮＨＫ）

2159教育
1157北海道放送(株)  （ＨＢＣ）
5157札幌テレビ放送(株)  （ＳＴＶ）
6157北海道テレビ放送(株) (ＨＴＢ)
8157北海道⽂化放送(株)  （ｕｈｂ）
7155(株)テレビ北海道 （ＴＶｈ）

● テレビ局

令和７年３月３１日現在

︓親局［１局］
︓基幹局［６局］
︓NHK及び⺠放［148局］
︓NHK及び⺠放(TVh除く)［２局］
︓NHK単独局［３局］

＜問合せ先＞情報通信部放送課 011-709-2311 内線4665



9ラジオ放送事業者及び放送チャンネル等一覧DATA 放送

局数放送開始放送事業者名
57昭和44年3⽉⽇本放送協会（ＮＨＫ）

Ｆ

Ｍ
11昭和57年9⽉(株)エフエム北海道（AIR-Gʼ）

7平成5年8⽉(株)FM NORTH WAVE
（ノースウエーブ）

21昭和3年6⽉⽇本放送協会（ＮＨＫ第１）
Ａ

Ｍ
18昭和20年9⽉⽇本放送協会（ＮＨＫ第２）
17昭和27年3⽉北海道放送(株)（ＨＢＣラジオ）
17平成17年10⽉(株)ＳＴＶラジオ（SＴＶーＲ）
3平成28年11⽉⽇本放送協会（ＮＨＫ）

Ｆ
Ｍ

補
完
局

1平成28年10⽉北海道放送(株)（ＨＢＣ）
1平成28年10⽉(株)ＳＴＶラジオ（SＴＶーＲ）

● ラジオ局（県域）

FM補完局 ・・・FM放送によりAM放送と同じ番組を放送する中継局

令和７年３月３１日現在

︓AM親局（NHK第１、HBC、STV）
︓FM補完局親局（HBC、STV）
︓AM中継局
（NHK第１、第２、HBC、STV）
︓AM中継局（それ以外）
︓ＦＭ補完中継局（NHK）
︓FM親局・中継局
（NHK、AIR-Gʻ、ノースウエーブ）
︓FM中継局（NHK、AIR-Gʻ）
︓FM中継局（それ以外）

＜問合せ先＞情報通信部放送課 011-709-2311 内線4665



10コミュニティ放送事業者一覧DATA 放送

中継局数開局の日主な放送区域愛称放送事業者名
中継局7平成4年12月24日函館市、北斗市FMいるか函館山ロープウェイ(株)1

平成5年12月23日旭川市FMりべーる(株)旭川シティネットワーク2
中継局3平成6年11月1日釧路市FMくしろ(株)エフエムくしろ3

平成6年12月23日帯広市FM WING(株)おびひろ市民ラジオ4
平成6年12月24日帯広市FM-JAGA(株)エフエムおびひろ5

中継局2平成8年3月15日岩見沢市FMはまなすジャパン(株)コミュニティエフエムはまなす6
中継局4平成8年7月1日稚内市、利尻町、利尻富士町、礼文町FMわっぴー(株)エフエムわっかない7

平成8年7月20日札幌市中央区ラジオカロスサッポロ(株)札幌コミュニティ放送局8
中継局3平成8年7月27日小樽市FMおたる(株)エフエム小樽放送局9

平成9年4月7日札幌市豊平区FMアップル(株)エフエムとよひら10
平成10年4月1日札幌市西区三角山放送局(株)らむれす11
平成11年12月24日根室市FMねむろ(株)ねむろ市民ラジオ12
平成12年4月20日札幌市中央区ラヂオノスタルジア札幌ラヂオ放送(株)13
平成13年11月1日北広島市FMメイプル北広島エフエム放送(株)14
平成13年11月25日滝川市FM G’Sky(株)エフエムなかそらち15
平成15年4月1日札幌市東区さっぽろ村ラジオ(株)さっぽろ村ラジオ16
平成16年10月3日札幌市厚別区FMドラマシティ(株)BIPSC17

中継局1平成16年10月24日留萌市FMもえる(株)エフエムもえる18
中継局1平成16年11月6日富良野市ラジオふらの(株)ラジオふらの19

平成18年3月3日恵庭市e-niwa(株)あいコミ20
中継局1平成18年3月27日名寄市Airてっし(株)エフエムなよろ21

平成19年12月23日札幌市白石区With-Sエフエムしろいし(株)22
中継局1平成20年8月1日室蘭市FMびゅー室蘭まちづくり放送(株)23
中継局1平成20年8月20日中標津町FMはなFMなかしべつ放送(株)24

平成24年3月31日ニセコ町ラジオニセコ(株)ニセコリゾート観光協会25
中継局2平成27年4月30日伊達市、豊浦町、壮瞥町、洞爺湖町wi-radio（ワイ・ラジオ）NPO法人だて観光協会26

平成31年3月1日網走市FM-ABASHIRI(株)LIA27
令和5年9月1日苫小牧市FMとまこまいとまこまいコミュニティ放送（株）28
令和6年7月8日栗山町エフエムくりやま（株）エフエムくりやま29
55局（中継局26局）6区20市9町

＜問合せ先＞情報通信部放送課 011-709-2311 内線4664令和７年３月３１日現在



11コミュニティ放送局における緊急割込装置等導入状況DATA 放送

＜問合せ先＞情報通信部放送課 011-709-2311 内線4664

 コミュニティ放送事業者は全国で３４５（令和６年１２⽉１⽇現在）。道内の事業者は２９で、都道府県別で最多。
 コミュニティ放送は、災害時等において⾃治体等が発表する避難情報等をリアルタイムに提供することが可能。
 緊急時に⾃治体からコミュニティ放送に割り込むことができる緊急割込装置は道内2９局中1７局、⾃動起動ラジオは道内2９局

中1２局（1３市町）で導⼊。

令和７年３⽉31⽇現在

⾃治体からの
緊急割込装置放送局主な市町村

有FMいるか函館市、北⽃市
FMりべーる旭川市

有FMくしろ釧路市
FM WING帯広市
FM-JAGA帯広市

有FMはまなすジャパン岩⾒沢市
有FMわっぴー稚内市、利尻町

ラジオカロスサッポロ札幌市中央区
有FMおたる⼩樽市

FMアップル札幌市豊平区
三⾓⼭放送局札幌市⻄区

有FMねむろ根室市
ラヂオノスタルジア札幌市中央区
FMメイプル北広島市

有FM G' Sky滝川市
さっぽろ村ラジオ札幌市東区
FMドラマシティ札幌市厚別区

有FMもえる留萌市
有ラジオふらの富良野市
有e-niwa恵庭市
有Airてっし名寄市

With-S札幌市⽩⽯区
有FMびゅー室蘭市
有FMはな中標津町
有ラジオニセコニセコ町
有wi-radio伊達市、壮瞥町、

洞爺湖町、豊浦町
有FM ABASHIRI網⾛市

FMとまこまい苫⼩牧市
有エフエムくりやま栗⼭町

札幌市

函館市

小樽市

旭

釧路市

帯広市

北見市

夕張市

岩見

網走市

留萌市

苫小牧市

稚内市

美唄市
芦別市

江別市

赤平市

紋別市士別市

名寄市

三笠市

根室市

千歳市

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市

富良野市

登別市

恵庭市

伊達市

石狩市

当別町

新篠津

松前町福島町

知内町

木古内町

北斗市

七飯町

鹿部町
森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

せたな町

今金町

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町 セコ町

真狩村

留寿都村
喜茂別町

京極
町

倶知安町

共和町岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村

南幌町

奈井江町上砂川町

由仁町
長沼町

栗山町

月形町
浦臼町

新十津川

妹背牛町

秩父別町雨竜町
北竜町

沼田町

幌加内町

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町

上川町

東川町

美瑛町

上富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村

中川町

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

幌延町

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町

利尻富士町

大空町
美幌町

津別町

斜里町

清里町
小清水町

訓子府町
置戸町

佐呂間町
遠軽町

湧別町

滝上町

興部町
西興部村

雄武町

豊浦町
伊達市

壮瞥町
白老町

安平町

厚真町 むかわ町
日高町

平取町

日高町
新冠町

新ひだか町

浦河町

様似町

えりも町

音更町

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室

中札内村
更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町
釧路町

厚岸町
浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町
釧路市

別海町

標津町

標津町

羅臼町

中富良野町

洞爺湖町

コミュニティFMにおける緊急割込装置・⾃動起動ラジオの導⼊状況

⾃動起動ラジオ

あり

なし



12有線放送事業者一覧DATA 放送

【参考】東北局所管の事業者
（本社が東北管内で、業務区域が北海道内）

登録一般放送事業者（自主放送あり）

※ 平成３１年３月末現在

サービス地域加入世帯数事業者名市町村

札幌市、北広島市559,735 (株)ジェイコム札幌札幌市

旭川市、当麻町、
愛別町、東川町、
鷹栖町、比布町、
東神楽町

22,530 旭川ケーブルテレビ(株)旭川市

むかわ町穂別地区997 むかわ町むかわ町

帯広市、音更町、
本別町

11,676 (株)帯広シティーケーブル帯広市

伊達市大滝地区377 伊達市伊達市

釧路市、釧路町1,313(※)釧路ケーブルテレビ(株)釧路市

寿都町769 (株)田中電機商会寿都町

西興部村634 西興部村西興部村

枝幸町4,311 枝幸町枝幸町

602,342 9事業者合計

サービス地域加入世帯数事業者名市町村

苫小牧市8,659ニューデジタルケーブル(株)苫小牧市

函館市、北斗市、
七飯町

46,717(株)ニューメディア函館市

施設数（北海道）事業形態区分合計

6営 利登録施設
（501端子～）

自主放送を行うもの
4非営利

4届出施設（～500端子）

14計

20登録施設（501端子～）

再放送のみを行うもの
614届出施設（51～500端子）※

3,608届出施設（～50端子）

4,242計

4,256合 計

管内有線一般放送施設数（テレビジョン放送）

※平成28年4月1日、「小規模施設特定有線一般放送」に関する事務・権限が、国（総
務大臣）から都道府県（知事）に移譲された。なお、有線電気通信法の管理(設備)につ
いては、引き続き、国（総務大臣）の主管である。

「小規模施設特定有線一般放送」
・ 51端子以上500端子以下の有線放送施設
・ 基幹放送の同時再放送のみを行う
・ 有料放送、区域外再放送は行わない
・ 施設の設置場所及び業務区域が一の都道府県の区域内にある

【参考】業務区域が信越局所管の事業者
（本社が北海道内で、業務区域が信越管内）

サービス地域加入世帯数事業者名市町村

長野県小谷村1,145ワイコム(株)札幌市

令和7年3月31日現在 令和６年3月31日現在

＜問合せ先＞情報通信部放送課 011-709-2311 内線4674

「ケーブルテレビ」とは、放送法施⾏規則（昭和25年電波監理委員会規則第10号）第２条第５号に規定する「有線テレビジョン放
送」（テレビジョン放送による有線⼀般放送）をいう。
※「有線⼀般放送」とは「有線電気通信設備を⽤いて⾏われる⼀般放送」（同規則第２条第４号）



13民間放送ネットワークの強靱化に向けた支援実績DATA 放送

＜問合せ先＞情報通信部放送課 011-709-2311 内線4667令和７年３月３１日現在



14無線局数の推移

●全国における無線局数の推移

DATA 電波利用

 令和6年3⽉末における全国の無線局数は、約3億2,164万局（対前年度⽐5.2%増）となっており、20年前の約3.7倍、10年
前の約2倍に増加している。そのうち携帯電話端末等の陸上移動局が無線局総数に占める割合は98.9%と⾼い⽔準となっている。

(注︓免許不要局を除く)

20年前の約3.7倍

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

令和６年３月３１日現在

＜問合先＞無線通信部電波利⽤企画課 011-709-2311 内線4625

（単位︓千局）

(注)パーソナル無線を除く

全国では年々無線局数が増加しており、北海道内のここ数年の無線局数は概ね横ばい傾向
にあるが、簡易無線局は増加傾向が⾒られる。
（参考︓350MHz及び400MHz帯のアナログ⽅式簡易無線局はアナログ⽅式からデジタル

へ移⾏済み。
※350MHz及び400MHz帯のアナログ⽅式の周波数は、令和6年（2024年）12⽉1⽇以降は使⽤できなくなっています。）

道内においては平成29年まで全国と同様に携帯電話端末等の陸上移動局が無線局総
数の95.5%を占める⾼い⽔準で増加傾向となっていたが、平成30年から携帯電話端末等
の陸上移動局が関東総合通信局での包括免許となったことから、陸上移動局数が激減と
なっている。

令和6年
3⽉

令和5年
3⽉

令和4年
3⽉

令和3年
3⽉

令和2年
3⽉

令和元
年3⽉

平成30
年3⽉

平成26
年3⽉

平成16
年3⽉

321,635305,670291,978277,108266,268251,013234,449157,24087,370全 国

北海道

8079808485852,4305,1673,525陸上移動
局

837676736966635145簡易無線
局(注)

323434353637383953アマチュ
ア局

797775727283805653その他の
無線局

2732682652642622712,6115,3143,676合計

0.10%0.10%0.10%0.10%0.10%0.10%1.10%3.40%4.20%全国⽐



15北海道におけるローカル５Gの導入状況（実用局）
令和６年４⽉１５⽇現在

札幌市

函館市

旭川市

室蘭市

美深町

浦
幌
町厚真町

■ソニーワイヤレスコミュニケーションズ(株)
【札幌市】
➢ R4.10.28免許、 4.7GHz帯
➢ 光ケーブルを通線できない集合住宅向けに、
インターネット接続サービスを提供

出典：ソニーワイヤレスコミュニケーションズ(株)プレスリリース

■国⽴⼤学法⼈ 旭川医科⼤学【旭川市】
➢R6.1.22免許、 4.7GHz帯
➢⾼精細な授業コンテンツの配信、⾼度な遠隔
医療⽀援、他機関との共同研究を推進。

写真提供：旭川医科大学

■⽇本製鉄(株) 【室蘭市】
➢ R3.11.1免許、 4.7GHz帯
➢ 構内を運⾏する機関⾞の遠隔⾃動運転の実
⽤化の検討・評価等に活⽤。

出典：日本製鉄(株)・日鉄ソリューションズ(株)プレスリリース

■⽇⽴建機(株) 【浦幌町】
➢ R6.2.22免許、 4.7GHz帯
➢ 超⼤型油圧ショベルの遠隔

操作、⾃⽴運転など、建設
機械の安全性向上に活⽤。

■ (株) iD 【函館市】
➢ R6.4.15免許、 4.7GHz帯
➢ローカル５G基地局機器の開発、映像配信試験
によるサービス開発等に活⽤。

■（株）SUBARU【美深町】

 R5.12.28免許、4.7GHz帯
 ⾃動運転の研究開発に利⽤

■NTT東⽇本(株) 【札幌市】
➢ R5.6.22免許、4.7GHz帯
➢ 5Gスタンドアローン機能と事前⼿続きから設計・
構築・運⽤までのマネージド型のローカル5Gサービス

出典：NTT東日本(株)プレスリリース

出典：北海道電力(株)・
北海道総合通信網(株)
プレスリリース

■北海道総合通信網(株) 【厚真町】
➢ R5.8.15免許、 4.7GHz帯
➢ 苫東厚真発電所の保守要員が携⾏する⼩型
カメラや監視⽤⾼画質動画伝送等による巡回
監視等

出典：日立建機株式会社 イノベーションサイト

出典︓株式会社SUBARU

DATA 電波利用



16不法無線局共同取締り、電波法令違反処分等件数DATA 電波利用

＜問合せ先＞電波監理部監視調査課 011-709-2311 内線4733

捜査機関との共同取締り件数及び摘発件数
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無線局の処分・指導局数及び規正回数

（令和7年3⽉末⽇現在）

規
正

回
数

凡 例 （令和7年3⽉末⽇現在）

（令和7年3⽉末⽇現在）

※1 無線機器の鑑定とは、捜査機関から無線機器の鑑定嘱託を受けたもの。
※2 電波規正⽤無線局とは、国が開設する無線局であり、違反運⽤を即時停⽌させるために、⾏政が直接メッセージを送信して指導を⾏う無線局。



17重要無線通信妨害申告・一般申告件数DATA 電波利用
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重要無線通信(※1)妨害申告件数 ⼀般申告件数(※2)

＜問合せ先＞電波監理部監視調査課 011-709-2311 内線4733

※1 重要無線通信とは、携帯電話、放送、警察、消防・救急、防災、航空管制、海上（海保）、気象、電気、鉄道⽤の無線通信。
※2 ⼀般申告件数とは、無線局（アマチュア無線、業務⽤無線など）の無線通信に関する申告の件数。
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